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平成20年３月７日 

 

株価指数連動型投資信託受益証券（ETF）中間決算短信 
＜第７期（平成20年７月８日決算）   平成20年１月８日現在＞ 

 

フ ァ ン ド 名         ：上場インデックスファンド２２５ 

連動対象株価指数         ：日経平均株価 

上 場 取 引 所         ：東京証券取引所 

コ ー ド 番 号         ：１３３０ 

売 買 単 位         ：１０口 

投資信託委託会社名：日興アセットマネジメント株式会社 

本 社 所 在 地         ：東京都港区赤坂九丁目７番１号 

問 合 せ 先         ：オペレーション部 徳本 進  TEL（03）6447－6197 

 

１．ファンドの運用状況 

（1）資産内訳 

平成19年１月８日現在 平成20年１月８日現在 
 

金    額 構成比 金    額 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％

株式 488,697 99.7 414,822 99.8 

現金･預金･その他の資産（負債控除後） 1,226 0.3 942 0.2 

合計（純資産） 489,923 100.0 415,765 100.0 

（2）設定･交換実績 

平成19年１月８日現在 平成20年１月８日現在
 

口    数 口    数 

 千口 千口

前計算期間末発行済口数      ① 45,750 48,868 

設定口数                    ② 1,081 11,326 

交換口数                    ③ 18,571 32,125 

当中間計算期間末発行済口数（①＋②－③） 28,260 28,070 

（3）基準価額 

平成19年１月８日現在 平成20年１月８日現在
 

金額及び口数 金額及び口数 

 百万円 百万円

総資産                       ① 531,989 462,064 

負  債                       ② 42,065 46,299 

純資産                       ③（①－②） 489,923 415,765 

 千口 千口 

当中間計算期間末発行済口数 ④ 28,260 28,070 

 円 円 

10口当たり基準価額      （③／④） 173,360 148,110 
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２．当中間計算期間の運用状況 

（１）商品性格 

日経平均株価に採用されている銘柄の株式に投資を行ない、信託財産中に占める各銘柄の株数の比率を

日経平均株価における個別銘柄の株数の比率に維持することを目的とした運用を行ない、日経平均株価に

連動する投資成果をめざします。 

 

（２）運用経過 

当ファンドは日経平均株価に採用されている銘柄の株式に投資を行ない、原則として、日経平均株価に

おける個別銘柄の株数の比率に維持する運用を行なってまいりました。株式の組入比率（先物を含む。）

は期中を通じて約100％となるよう運用してまいりました。期中に受け取ります配当金（未収分を含む。）

につきましては、原則として、株式または先物への再投資を行なってまいりました。 

また、日経平均株価の銘柄入替え時には指数への連動を維持できるよう、銘柄の入替えをすみやかに行

なってまいりました。 

 

（３）基準価額の推移 

前記のような運用の結果、基準価額（１口当たりの純資産額）は下記のような推移をたどりました。 

期初 高値 安値 半期末 

2007／07／08 2007／07／09 2007／01／07 2008／01／08 

18,402円 18,525円 14,783円 14,811円 
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３．中間財務諸表 

 

上場インデックスファンド２２５ 

 

（１）中間貸借対照表 

（単位：円）

前中間計算期間末 当中間計算期間末 
期 別

平成19年1月8日現在 平成20年1月8日現在 

注記
科 目 

番号
金 額 金 額 

資産の部      

流動資産      

   コール・ローン       41,344,857,122         46,765,850,767    

   株式      488,697,462,000        414,822,476,550    

   派生商品評価勘定           42,962,378                      -    

   未収配当金          277,681,275            334,692,500    

   前払金                    -             88,900,000    

   その他未収収益           33,317,260             52,670,697    

   受入担保金代用有価証券        1,593,221,299                      -    

流動資産合計      531,989,501,334        462,064,590,514    

資産合計      531,989,501,334        462,064,590,514    

負債の部      

流動負債      

   派生商品評価勘定              471,630             80,798,720    

   前受金           62,890,000                      -    

   未払金                    -             56,625,754    

   未払受託者報酬          203,067,063            192,261,435    

   未払委託者報酬          421,559,300            410,944,774    

   未払利息            5,726,665             19,094,150    

   有価証券貸借取引受入金       41,305,419,349         45,473,130,150    

   その他未払費用           66,575,789             66,634,018    

流動負債合計       42,065,709,796         46,299,489,001    

負債合計       42,065,709,796         46,299,489,001    

純資産の部      

元本等      

   元本      347,799,745,933        345,463,877,333    

   剰余金      

    中間剰余金      142,124,045,605         70,301,224,180    

   （うち分配準備積立金）            ( 820,461 )         ( 68,405,150 )  

   剰余金合計      142,124,045,605         70,301,224,180    

元本等合計      489,923,791,538        415,765,101,513    

純資産合計      489,923,791,538        415,765,101,513    

負債・純資産合計      531,989,501,334        462,064,590,514    
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（２）中間損益及び剰余金計算書 

（単位：円）

前中間計算期間 当中間計算期間 

自 平成18年7月9日 自 平成19年7月9日 期 別

至 平成19年1月8日 至 平成20年1月8日 

注記
科 目 

番号
金 額 金 額 

営業収益      

   受取配当金        2,203,948,490          3,163,576,955    

   受取利息           27,138,890             85,009,779    

   有価証券売買等損益       50,544,451,486       △98,494,172,426    

   派生商品取引等損益          169,768,290          △370,435,553    

   その他収益          219,439,932            180,977,877    

営業収益合計       53,164,747,088       △95,435,043,368    

営業費用      

   支払利息           25,245,766             79,934,082    

   受託者報酬          203,067,063            192,261,435    

   委託者報酬          421,559,300            410,944,774    

   その他費用           82,482,173             87,378,811    

営業費用合計          732,354,302            770,519,102    

営業利益金額       52,432,392,786                      -    

営業損失金額                    -         96,205,562,470    

経常利益金額       52,432,392,786                      -    

経常損失金額                    -         96,205,562,470    

中間純利益金額       52,432,392,786                      -    

中間純損失金額                    -         96,205,562,470    

中間一部交換に伴う中間純利益金額分配額                    -                      -    

中間一部交換に伴う中間純損失金額分配額                    -                      -    

期首剰余金      144,574,381,883        297,878,270,248    

剰余金増加額        4,238,093,700         49,213,642,730    

（中間一部交換に伴う剰余金増加額）                   (-)                    (-)   

（中間追加信託に伴う剰余金増加額）      ( 4,238,093,700 )     ( 49,213,642,730 )  

剰余金減少額       59,120,822,764        180,585,126,328    

（中間一部交換に伴う剰余金減少額）     ( 59,120,822,764 )    ( 180,585,126,328 )  

（中間追加信託に伴う剰余金減少額）                   (-)                    (-)   

分配金                    -                      -    

中間剰余金      142,124,045,605         70,301,224,180    
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（３）中間注記表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）   

    前中間計算期間 当中間計算期間 

  期 別 自 平成18年7月9日 自 平成19年7月9日 

  項 目 至 平成19年1月8日 至 平成20年1月8日 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 株式は移動平均法に基づき、以下のとおり原

則として時価で評価しております。 

株式は移動平均法に基づき、以下のとおり原

則として時価で評価しております。 

    
(1) 証券取引所に上場されている有価証

券 

(1) 金融商品取引所等に上場されている

有価証券 

      

証券取引所に上場されている有価証

券は、原則として証券取引所におけ

る中間計算期間末日の最終相場（外

貨建証券の場合は中間計算期間末日

において知りうる直近の日の最終相

場）又は証券取引所が発表する基準

値で評価しております。 

  

金融商品取引所等に上場されている

有価証券は、原則として金融商品取

引所等における中間計算期間末日の

最終相場（外貨建証券の場合は中間

計算期間末日において知りうる直近

の日の最終相場）又は金融商品取引

所等が発表する基準値で評価してお

ります。 

    
(2) 証券取引所に上場されていない有価

証券 

(2) 金融商品取引所等に上場されていな

い有価証券 

      

当該有価証券については、原則とし

て、日本証券業協会等発表の店頭売

買参考統計値（平均値）等、金融機

関の提示する価額（ただし、売気配

相場は使用しない）又は価格提供会

社の提供する価額のいずれかから入

手した価額で評価しております。 

  

当該有価証券については、原則とし

て、日本証券業協会等発表の店頭売

買参考統計値（平均値）等、金融商

品取引業者、銀行等の提示する価額

（ただし、売気配相場は使用しない）

又は価格提供会社の提供する価額の

いずれかから入手した価額で評価し

ております。 

    (3) 時価が入手できなかった有価証券 (3) 時価が入手できなかった有価証券 

      

適正な評価額を入手できなかった場

合又は入手した評価額が時価と認定

できない事由が認められた場合は、

投資信託委託業者が忠実義務に基づ

いて合理的な事由をもって時価と認

めた価額もしくは受託者と協議のう

え両者が合理的事由をもって時価と

認めた価額で評価しております。 

  

適正な評価額を入手できなかった場

合又は入手した評価額が時価と認定

できない事由が認められた場合は、

投資信託委託会社が忠実義務に基づ

いて合理的な事由をもって時価と認

めた価額もしくは受託者と協議のう

え両者が合理的事由をもって時価と

認めた価額で評価しております。 

2. デリバティブ等の評価基準及び評価

方法 

デリバティブ取引 デリバティブ取引 

      
個別法に基づき原則として時価で評

価しております。 
  同左 

3. 収益及び費用の計上基準 受取配当金の計上基準 受取配当金の計上基準 

      

受取配当金は原則として、株式の配

当落ち日において、その金額が確定

しているものについては当該金額、

未だ確定していない場合には予想配

当金額の90％を計上し、残額につい

ては入金時に計上しております。 

  － 
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（中間貸借対照表に関する注記） 

前中間計算期間末 当中間計算期間末 

平成19年1月8日現在 平成20年1月8日現在 

1. 期首元本額 563,052,351,139 円 1. 期首元本額 601,429,367,695 円

  期中追加設定元本額 13,312,358,830 円   期中追加設定元本額 139,397,450,760 円

  期中交換元本額 228,564,964,036 円   期中交換元本額 395,362,941,122 円

2. 中間計算期間末日における

受益権の総数 
28,260,319 口

2. 中間計算期間末日における

受益権の総数 
28,070,519 口

3. 担保資産 3. 担保資産 

  
デリバティブ取引に係る差入委託証拠金代用有価証券とし

て担保に供している資産は次の通りであります。   
デリバティブ取引に係る差入委託証拠金代用有価証券とし

て担保に供している資産は次の通りであります。 

  株式 692,300,000 円   株式 482,700,000 円

4. 有価証券の消費貸借契約により貸し付けた有価証券は次の

通りであります。 

4. 有価証券の消費貸借契約により貸し付けた有価証券は次の

通りであります。 

 株式 39,218,486,100 円   株式 42,979,499,750 円

５. 有価証券の消費貸借契約の担保として、消費貸借による有価

証券を受け入れており、当期末に保有している有価証券は次

の通りであります。 

  

 国債証券 1,608,406,000 円    

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記） 

前中間計算期間 当中間計算期間 

自 平成18年7月9日 自 平成19年7月9日 

至 平成19年1月8日 至 平成20年1月8日 

        

該当事項はありません。 該当事項はありません。 
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(デリバティブ取引等に関する注記) 

 

 取引の時価等に関する事項    

 

（株式関連） （単位：円）

  前中間計算期間末（平成19年1月8日現在） 

種   類 契 約 額 等 
区 

分 
   うち１年超 

時  価 評価損益 

株価指数先物取引         

買建 1,187,030,000 - 1,229,760,000 42,730,000 

          

          

          

          

          

市 

場 

取 

引 

          

合計 1,187,030,000 - 1,229,760,000 42,730,000 

 

 （単位：円）

  当中間計算期間末（平成20年1月8日現在） 

種   類 契 約 額 等 
区 

分 
   うち１年超 

時  価 評価損益 

株価指数先物取引         

買建 1,025,680,000 - 945,100,000 △80,580,000 

          

          

          

          

          

市 

場 

取 

引 

          

合計 1,025,680,000 - 945,100,000 △80,580,000 

（注）時価の算定方法 

１．計算日に知りうる直近の日の、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しています。２つ以上の取

引所に上場されていて、かつ当該取引所相互間で反対売買が可能な先物取引については、取引量等を勘案して評

価を行う取引所を決定します。 

２．先物取引の残高表示は契約額ベースです。 

３．契約額等には手数料相当額を含んでおりません。 

 

(1口当たり情報) 

前中間計算期間末 当中間計算期間末 

平成19年1月8日現在 平成20年1月8日現在 

１口当たり純資産額 17,336 円 １口当たり純資産額 14,811 円

 

 

以上 


